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少子高齢化と地域創生＊

──伊勢原市のケース（１）──

小　﨑　敏　男

Declining Birthrate, Aging Population and Region Creation:
Case of Isehara City (1)

Toshio KOSAKI

Abstract

The economic policy of the Abe administration, “Abenomics”, which appeared with the 

departure of deflation, was a policy to set weight on eliminating demand shortages and 

inducing yen depreciation, centered on fiscal and monetary policy as a first step. The 

second stage is the central policy of “regional creation” called “local Abenomics” as 

economic policy under the declining population.

In this paper, “Isehara City’s Local Creation Strategy” is considered. However, since 

Isehara-shi is located in Kanagawa prefecture and is near the metropolitan area, the title of 

this paper was not “local” but “region creation.” This paper consists of two parts. Part 1 
will analyze the current situation of the economy of Isehara. In Part 2, we will present the 

challenges faced by Isehara City and explore the solution. In Section 2 of this paper we will 

analyze the population of Isehara. Section 3 analyzes the labor market in Isehara. In 

Section 4 we will analyze the industrial structure of Isehara City. Section 5 discusses the 

problem and the countermeasures of Isehara City. However, Section 5 included in Part 2 
shall be handled in the next issue.

＊ 本論文は，2015年に筆者が「伊勢原市総合戦略推進会議」の委員（座長）を引き受けた際，調
査研究した成果物の一部である。よって，本論文は筆者個人の見解であり伊勢原市ならびに総
合戦略推進会議の意見でないことを申し添えておく。
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１．はじめに

デフレ脱却を掲げて登場した安倍政権の経済政策，「アベノミクス」は第１段階として

財政・金融政策を中心とする需要不足の解消と円安誘導にウェイト置く政策であった。ア

ベノミクスの第２段階は，人口減少下における経済政策として「ローカル・アベノミク

ス」と呼ばれる「地方創生」が中心的な政策となる。政府は2014年９月３日に「まち・ひ

と・しごと創生本部」を設置，さらに，11月21日に地方創生関連２法案（「まち・ひと・

しごと創生法案」及び「地域再生法の一部を改正する法律案」）成立させ，12月27日に国

の「長期ビジョン」，「総合戦略」及び「地方の好循環拡大に向けた緊急経済対策」が閣議

決定された。これを受けて各都道府県・市町村は「長期ビジョン」と「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」の作成が努力義務とされ，今後，５年間の計画を2015年度に作成とその

後その施行が行われる。

わが国における人口減少（少子・高齢化）の持続により，30年後，地方自治体は896消

滅することが予想されている（増田2014）。また，地方の景気回復対策として，「地方創

生」では次の３つのポイントが示されている。第１は若者の就労・結婚・出産の支援，第

２は東京一極集中の是正，第３は地域の特性の尊重，である。

以上の状況を踏まえて，本稿では「伊勢原市の地方創生戦略」を考察する。但し，伊勢

原市は神奈川県に位置し首都圏近郊のため，本稿のタイトルを「地方」ではなく「少子高

齢化と地域創生」とした。本稿は２部構成から成る。第１部では，伊勢原市の経済の現状

分析を行う。第２部では，伊勢原市が抱えている課題を提示してその解決策を探る。本稿

の第２節では伊勢原市の人口分析を行い，第３節では伊勢原市の労働市場の分析を行う。

第４節では伊勢原市の産業構造の分析を行う。第５節では伊勢原市が抱える問題とその対

策を考察する。但し，第２部に含まれる第５節は，次回の号で取り扱うこととする。
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２．伊勢原市の人口分析

本節では，伊勢原市の現在の総人口と将来人口の推移を考察して，今後，生じうると考

えられる問題を提示する。人口構造分析から，女性20～39歳人口と75歳以上人口の推移を

考察しながら，伊勢原市の少子高齢化問題を捉えることにする。

2.1　伊勢原市の現在の総人口と将来推計

■伊勢原市の総人口と将来推計人口

伊勢原市の総人口は，2010年時点で10万1,039人，国立社会保障・人口問題研究所（以

下，社人研と呼ぶ）による2015年の推計人口は10万675人である１）。その後の人口の推移

をみると，10年後の25年では3.3％減少し，９万7,369人となり，20年後の35年では9.7％減

少し９万907人，2040年には９万人を割り８万6,908人（2015年比13.6％減）と推計されて

いる（図2.1参照）。他の条件を一定とすれば，合計特殊出生率（TFR）２）が2.07を上回ら

ない限り，伊勢原市の人口は永続的に減少する。

こうした伊勢原市の総人口の推移は，国や神奈川県と比較するとどのような特徴がある

のか？　それに答えるべく図2.2を提示した。2010年を１とすれば，2040年では全国が0.84

で，伊勢原市が0.86，神奈川県が0.92となっている。つまり，人口減少のスピードは全国

ほどではないが，神奈川県と比較すれば，人口減少のスピードは速い。筆者はこの伊勢原

図2.1　伊勢原市総人口推計の推移（2010～2040年）
出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」
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市の特徴を「都会の中の田舎」ないし「田舎の中の都会」と呼んでいる。こうした特徴が

以下で考察される色々の領域で観察される。

2.2　伊勢原市の人口構造変化の推移

■伊勢原市の合計特殊出生率（TFR）の推移と伊勢原市の女性20～39歳人口の推移

図2.2で示された総人口の推移は，基本的には自然増減と社会増減により規定される。

人口の自然増減は出生数と死亡数によって規定され，社会増減は転入・転出数により規定

される。

図2.3は合計特殊出生率（TFR）の2000年以降の推移が示されている。それによれば，

TFRは，全国，伊勢原市ないし神奈川県の順である３）。ここでも先ほど指摘した「都会

の中の田舎」ないし「田舎の中の都会」を垣間見ることが出来る。伊勢原市の TFRは，

全国より低いにもかかわらず，神奈川県の値を超えることも下回ることもある。総人口の

減少が緩慢なのは，自然増減でなく社会増減による人口増加である。こうした人口の社会

増は「都会」の特徴の１つである。但し，伊勢原市の TFRは神奈川県より常に高いわけ

ではないことに注意が必要である。現に，2015年の TFRは1.31と大きく２を割り込み，

神奈川県の TFRを下回っている。図2.4は伊勢原市の20～39歳の女性人口の推移が記され

ている。この年齢層で出産の95％を占めている（増田（2014）23頁）。それによれば，

図2.2　人口の将来推計（全国・神奈川県・伊勢原市）2010～2040年
資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』
　　：国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来人口推計（平成24年１月推計）』
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2010年基準と比較して2040年ではその人口が４割程度減少する。増田（2014）に提示され

た「消滅可能性のある自治体」は若年女性人口の減少率が５割を超えている自治体と定義

している。そうしたことを考えると，伊勢原市も安泰でいられる保証はどこにもない。

■伊勢原市の社会動態人口；年齢階級別・性別の転入・転出数

図2.5は，2014年の伊勢原市の年齢階級別の転入・転出者数を示したものである。それ

によれば，2014年は男女ともに転入超過である。特に男女ともに20～24歳で転入超過が顕

著となり，25～34歳で転出超過が顕著となっている。それに伴い，０～４歳も転出超過と

なっている。20～24歳の転入超過は大学入学者によるものと考えられる。40歳以上でも

2014年は転入超過の傾向が生じている（但し，50～54歳女性と60～64歳男性，70～74歳男

性，85～89歳男性を除く）。男女の転入と転出の行動が異なるのは，既婚者の男女の年齢

差が平均で５歳程度の差があるためと思われる。ここには記載していないが，時系列では

伊勢原市の過去５年間の動向は転出超過である。2014・15年の社会増減はプラスとなって

図2.3　TFRの推移（2000～2015年）
資料： 神奈川県保健福祉局保健医療部健康増進課「神奈川県衛生統計年報」，厚生労働省「人口動態統計」より

作成

図2.4　伊勢原市の20～39歳女性人口の推移（2010～2040年）
資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』より作成
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いる。

■伊勢原市の５歳区分の人口推移

図2.6は，伊勢原市の人口５歳階級別の人口の推移を2015年とその後25年後を比較した

ものである。一瞥して分かることは，人口の少子・高齢化である。25年後では，50歳代後

半以降の人口が増加する。とりわけ，80～84歳が1.2倍，85～89歳が２倍，90歳以上が４

倍となる。団塊世代が25年後80歳代後半から90歳となる。増加する80歳以上の人々は自分

の身の回りのことが，自分で少しずつ出来なくなる年齢である。つまり，介護を必要とす

る割合が高くなる年齢である。

2010年では１人が0.5人を支えていた社会構造が，2040年では１人で0.84人支える構造と

なる。猛スピードで超高齢化する人口構造に社会システムが対応できるかが大きな問題と

なる。一方で，再生産年齢人口に含まれる女性20～39歳人口が2015年を基準として３割程

度（2010年を基準とすると４割程度）に減少してしまう社会が到来する。

■自然増減と社会増減：市と地区別分析 

図2.7は，伊勢原市の地区別の人口変化率を図示したものである。この10年間で大山地

区の人口は年率1.75％程度で減少している。何らかの人口減少対策を講じる必要がある。

人口増加に寄与している地区は伊勢原地区，及び成瀬地区と大田地区で，それぞれ

0.10％，0.20％，0.27％の年平均増加率となっている。最近10年間で伊勢原市の人口は年

率0.07％の人口増加率となっている。人口減少ではなく，人口の現状維持状態である。こ

図2.5　伊勢原市の転入超過数；2014年（単位；人）
資料：総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』
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の現象も「田舎の中の都会」「都会の中の田舎」を示す特徴である。

以上の人口変動は人口の自然増減と社会増減により決定される。その要因を考察する

と，伊勢原市全体では，2012年まで自然増が減少傾向にある一方，社会減が増加傾向にあ

った。2013年以降自然増の減少傾向は同じであるが，2014・15年は社会増加が大きく伸び

て，人口を増加させている。しかし，2015年は2009年以降はじめて自然減を記録してい

る。2004年以降伊勢原地区と太田地区が人口増加地区であったが，ここ２～３年自然減・

社会減となっている。成瀬地区を除けば，どの地区も人口減となってきている。そうした

中で，高部屋地区は2015年社会増となっている（表2.1（a）・（b）参照）。

図2.6　伊勢原市の2015年と2040年の人口構造（単位：人）
資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』

図2.7　伊勢原市の地区別人口年平均変化率（2004～13年）：単位％
資料：伊勢原市（2014）『統計いせはら平成26年版』



小﨑敏男

106 東海大学紀要政治経済学部

表2.1（a）　伊勢原市の人口増減要因 単位：人

資料：伊勢原市（2014）『統計　いせはら　平成26年版』，伊勢原市（2016）『統計　いせはら　平成28年版』。

表2.1（b）　伊勢原市の人口増減要因

筆者作成  　　　注：減は減少，増は増加を示す。
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３．伊勢原市の労働市場分析

本節では，伊勢原市の労働市場を考察する。はじめに，労働力人口と就業者の動向を考

察した後に，失業率の動向を考察する。最後に，女性労働の考察として家事比率の動向も

考察する。

3.1　労働力人口の動向

■伊勢原市と全国の労働力率

図3.1は，伊勢原市と全国の2010年の労働力率を比較したものである。男女ともに伊勢

原市が全国を上回っている。伊勢原市の男性労働力率は72.64％，女性の労働力率は

48.06％と，全国平均をそれぞれ3.34％ポイント，1.06％ポイント上回っている。伊勢原市

の男性の労働力率は25歳以上の年齢全てにおいて，全国平均の労働力率を上回っている。

特に，男性30歳以上～59歳までは90％以上の労働力率である。女性は男性と異なり，30歳

以上～79歳程度まで全国平均が伊勢原市を上回る状況であるが，上述したように総数（年

齢計）では伊勢原市が全国平均を僅かに上回っている。その要因は，若年前期（15歳～19

歳）と80歳以上の年齢の動向に影響されている。

3.2　就業率の動向

■伊勢原市と全国の就業率

図3.2は，伊勢原市と全国平均の2010年の就業率を比較したものである。それによれば，

伊勢原市の就業率が男性は66.45％，女性は45.65％と，それぞれ全国平均より2.35％ポイ

ント，0.95％ポイント上回っている。男性は25歳以上～59歳まで80％以上の就業率を示し

ている（図3.2（a）参照）。女性は労働力率と同様にM字型の就業率が観察される。くぼ

みの年齢は30歳代である。20歳代に60％以上の就業率が30歳代では50％の後半に低下して

いる。この女性30歳代の就業率は全国平均より２～3.55％ポイント低い（図3.2（b）参

照）。次に，既婚女性の就業率を考察すると，総数（年齢計）では全国が伊勢原市の就業

率を2.15％ポイント上回っている。20歳以上～79歳まで，全国の就業率が伊勢原市の既婚

女性就業率を上回っている。30歳前半が最も大きな開きがあり，5.09％ポイント全国を下

回っている（図3.2（c）参照）。また，未婚女性は35歳以上64歳まで，全国の就業率を上

回っている。以上から，「田舎の中の都会」を象徴するように全国平均より就業機会（都

心への通勤が大きいと思われる）が豊富で４），かつ男性の所得が全国平均を上回っている

ことから，既婚女性の就業率が全国より低いと考えられる。
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図3.1（a）　伊勢原市と全国の男性労働力率；2010年
資料：総務省統計局『国勢調査』

単位：％

図3.1（b）　伊勢原市と全国の女性労働力率；2010年
資料：総務省統計局『国勢調査』

単位：％
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図3.2（b）　伊勢原市と全国の女性就業率：2010年
資料：総務省統計局『国勢調査』

図3.2（c）　伊勢原市と全国の既婚女性の就業率；2010年
資料：総務省統計局『国勢調査』

図3.2（a）　伊勢原市と全国の男性就業率；2010年
資料：総務省統計局『国勢調査』

単位：％

単位：％

単位：％
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3.3　失業率の動向

■伊勢原市の失業率と全国の失業率

次に労働力率と就業率の乖離を示す失業率（2010年）の動きを考察する。男性の総数で

は全国平均より1.12％ポイント高く8.52％である。女性の総数は全国平均なみの5.01％で

ある。男性は，55～59歳階級のみ全国平均を下回っているが，他の年齢全てにおいて失業

率が全国平均を上回っている。若年の15～24歳と高齢者の65歳以上と65～74歳階級では，

10％以上の失業率となっている（図3.3（a）参照）。女性は男性と異なり，全国平均を上

回っている年齢階級は高齢者，65歳以上と65～74歳階級である。失業率の水準自体，男性

の10％を超える失業率に比べ３％台と低い（図3.3（b）参照）。つまり，若年（男性）と

図3.3（a）　伊勢原と全国の男性失業率比較；2010年
資料：総務省統計局『国勢調査』

図3.3（b）　伊勢原市と全国の女性失業率；2010年
資料：総務省統計局『国勢調査』

単位：％

単位：％
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高齢者（65歳以上）で失業率が全国より高い。そうした年齢層に対する失業対策が必要で

ある。

伊勢原市は全国平均より労働力率が高く，さらに就業率が高い。理論的に考えれば，全

国より失業率が低いはずであるが，総数（年齢計）でみれば，失業率が全国平均を上回っ

ている。その理由は，伊勢原市の労働力人口の増加に労働需要が追いついていないことが

原因と考えられる。加えて，企業と労働者の需給のミスマッチ，特に年齢層でのミスマッ

チ失業が考えられる。ハローワークと市が提携を行いその対策を考える必要がある。ま

た，シルバー人材センターのさらなる活用も模索すべきである。加えて，他の近郊地域の

労働市場の状況を把握し他の市と連携をして広範囲な対策も必要である。

図3.4（a）　伊勢原市と全国の家事比率（女性）2010年未婚
資料：総務省統計局『国勢調査』

図3.4（b）　伊勢原市と全国の家事比率（女性）2010年既婚者
資料：総務省統計局『国勢調査』



小﨑敏男

112 東海大学紀要政治経済学部

3.4　家事比率

■伊勢原市と全国の家事比率

女性の労働力率の動向に影響を与える，家事比率の動向を図示した（図3.4参照）。図3.4

（a）は2010年の未婚女性の家事比率である。図3.4（b）は，2010年の既婚女性の家事比率

を示している。いずれも，伊勢原市は全国平均を上回っている。未婚女性の家事比率は加

齢とともに増加し，70～74歳が最もその割合が高く約50％となっている。一方，既婚女性

も未婚女性と同様，伊勢原市の家事比率が全国平均をすべての年齢層で上回っている。伊

勢原市の家事比率動向は25歳から低下するが，30歳代前半で一時家事比率が５割に増加す

るものの，その後49歳まで低下する。その後増加に転じ60歳後半でピークを迎え，また低

下する。こうした動向は30歳前半で結婚・出産で家事比率が一時増加するが，子どもの教

育費などでお金がかかり共働きを行うので，家事比率は低下するが，55歳以降教育費など

が不要となり働く必要性が薄れ家事に戻るライフサイクルを示している。あるいは55歳以

降雇用の場が少なく，就業意欲が低下し家事に戻るかのいずれかであると思われる。後期

高齢者の75歳以降の家事比率の低下は，少しずつ家事を行うことが困難になり，介護が必

要となることを示唆していると思われる。こうした動向は全国平均と伊勢原は同じ動きを

しているが，家事の比率が全国より平均で6.5％ポイント高い。

４．伊勢原市の産業構造分析

伊勢原市の産業構造はどのようになっているのか？　本節では，各産業の従業者比率を

考察した後，産業別の売上高，生産性などを考察する。最後に，産業別特化係数を考察し

て伊勢原市の基盤産業を確認する（中村2014；総務省（2015）参照）。

4.1　産業大分類・中分類による就業の特徴 

■伊勢原市の各産業の従業者比率

図4.1は，総務省統計局「国勢調査」による産業大分類ベースの全国・神奈川県・伊勢

原市の従業者比率を考察したものである。伊勢原市の特徴は，国・県と比較して製造業，

卸売業・小売業，医療・福祉の分野で従事している人が相対的に多い。この３つの分野

で，全従業者の５割を占めている。最も従業者比率が高いのは製造業である。全国のそれ

は16.1％，神奈川県は15.2％で，それを上回り伊勢原市では20％である。それでも，近隣

の秦野市の26％より低い。次に，卸売業・小売業は15.3％である。この比率は全国・神奈

川県より低く，隣接する秦野市より僅かに高い。医療・福祉は全国・神奈川県より高く

13.8％で，神奈川県内で最も高い。
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表4.1は中分類ベースでの従業者比率とその動向を示したものである。それによれば，

2009年から2012年の従業者比率の変化の大きい分野は，全国・神奈川県より高い比率を示

している電子・電気機械関係及び建設材料，鉱物・金属材料等卸売業，輸送用機械，機械

器具卸売業や医療業の分野に従業者比率が増加している。一方，比率が低下している分野

は，鉄鋼業，はん用機械，その他の小売業，各種商品小売業，道路貨物運送業といったと

ころの比率が低下している。

4.2　産業の売上・生産性の分析

■伊勢原市における売上高と付加価値生産性

表4.2は，従業者数と売上高及び１人当たり売上高を計算した表である。売上高の高い

産業は，先で見た製造業，卸売業・小売業，医療・福祉の分野である。売上比率が最も高

いのは卸売業・小売業で41％を占めている。次いで製造業の35％，医療・福祉の10％とな

っている。伊勢原市はこの３つの産業で実に86％を占めている。但し，事業所ベースの数

字であることに注意されたい。従業者一人当たり売上割合の高い産業は，製造業，卸売

業・小売業，生活関連サービス業・娯楽業となっている。

表4.3は製造業の付加価値と付加価値生産性を計算したものである。伊勢原市の製造業

で付加価値の高い産業は電気機械器具，輸送用機械器具，生産用機械，業務用機械であ

図4.1　伊勢原市の従業者比率（2010年）；単位％
資料：総務省統計局『国勢調査』
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　 表4.1　伊勢原市と全国・神奈川県の従業者比率とその増減の比較（単位：％）

資料：総務省統計局『経済センサス』より作成
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る。従業員一人当たり付加価値が高い産業は，家具・装備品機械，業務用機械，電気機械

器具，輸送用機械器具，食料品製造である。従業員一人当たり付加価値が相対的に高い産

業は，従業員の給与も相対的に高く500万円以上となっている。伊勢原市の製造業計にお

ける従業員一人当たりの給与総額は，全国平均の436万円より高く，県の518万円より僅か

に低い504万円である。

図4.2は，伊勢原市と隣接する市の生産性（2012年）である。ここでの生産性は，付加

価値を事業従業者で割った値を使用している。それによれば，平塚市が製造業で記載され

ている他の市の２倍となっている。但し，工業統計で計算すると伊勢原市と比べ14％程度

高い５）。平塚市は，電気・ガス・熱供給・水道業，金融・保険業，不動産業，物品賃貸業

でも生産性が相対的に他の市より高い。伊勢原市が相対的に高い生産性を示している産業

は，情報通信業（情報サービス業，インターネット附随サービス業），教育・学習支援

業，医療，福祉と言った産業である。

4.3　産業別特化係数からの産業分析 

■特化係数に関して６）

基盤産業を見つける簡便な方法として特化係数がある。以下では，中村（2005，2008，

図4.2　伊勢原市と隣接する市の生産性2012年（単位：百万円）
資料：総務省統計局『経済センサス』
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2014），及び総務省（2015）の説明を参考にしながら考察を行う。特化係数とは，ある地

域の産業がどれだけ特定しているかを示す尺度である。例えば，伊勢原市のある産業 A

の従業者比率が X％であるとする。その従業者比率 X％が日本全体の産業 Aの従業者比率

と比較してどれだけ特化しているかを表す指標である。特化係数に各産業の国内自給率を

勘案したものを修正特化係数と呼んでいる。中村（2014）によれば，特化係数は地域の産

業の日本国内における強みであり，修正特化係数は，地域の産業の世界における強みを表

したものであるとしている。修正特化係数が１を超える産業が基盤産業であり，伊勢原市

における外貨獲得産業ということになる。

図4.3と図4.4に使用される修正特化係数に関して簡単に記述する。図の縦軸は国内の市

町村の数を n，産業分類の数をm，市町村 j（ j = 1, ... n）における産業 i（i = 1, ... m）の

従業員比率 Eijであり，次式で定式化される７）。但し，e ijは各産業の従業者である。
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である。求めた伊勢原市の特化係数に国内の各産業（i）の自給率（K i）を考慮すれば，

Z Z Kij i1 #=L となる（総務省2015）。これが伊勢原市の修正特化係数である。さらに，こ

の式を対数変換したものが図の横軸となっている。

■伊勢原市の基盤産業と非基盤産業

図4.3は，総務省統計局「国勢調査」を使用して計算した雇用力と稼ぐ力を示した図で

ある。縦軸に各産業の雇用力（従業者比率），横軸に各産業の修正特化係数（対数）が図

示されている。対数表示のため，横軸の０より右側に位置している産業が基盤産業であ

り，それ以外は非基盤産業に該当する。それによれば，産業大分類ベースでは，伊勢原市

の基盤産業は製造業，卸売業・小売業，医療・福祉，運輸業・郵便業，教育・学習支援

業，複合サービス業である。中でも稼得力の高い産業は，製造業，運輸業・郵便業，教

育・学習支援業，医療・福祉の産業である。さらに，この産業の中で，雇用力のある産業

は，製造業，医療・福祉業である。つまり，伊勢原の産業の特徴は，ものづくりと医療・

福祉に特化した街であると言える。
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中分類ベースでの基盤産業は，家具・装備品製造業（13）８），パルプ・紙・紙加工品

（14），化学工業（16），プラスチック製品製造（18），非鉄金属製造業（23），金属製品製

造業（24），生産用機械器具製造業（26），業務用機械製造業（27），電子部品・デバイ

ス・電子回路製造業（28），電気機械器具製造業（29），輸送用機械器具製造業（31），道

路旅客運送業（43），道路貨物運送業（44），機械器具卸売業（54），その他卸売業（55），

飲食料品小売業（58），機械器具小売業（59），不動産賃貸業・管理業（69），飲食店

（76），持ち帰り・配達飲食サービス業（77），学校教育（81），その他の教育・学習支援業

（82），医療業（83），協同組合（87），宗教（94）などである（図4.4参照）。

この中で，従業者比率がおおよそ１％以上の産業は，化学工業（16），非鉄金属製造業

（23），金属製品製造業（24），生産用機械器具製造業（26），業務用機械製造業（27），電

子部品・デバイス・電子回路製造業（28），電気機械器具製造業（29），輸送用機械器具製

造業（31），道路旅客運送業（43），道路貨物運送業（44），その他卸売業（55），飲食料品

小売業（58），機械器具卸売業（54），機械器具小売業（59），不動産賃貸業・管理業

（69），飲食店（76），持ち帰り・配達飲食サービス業（77），学校教育（81），その他の教

育・学習支援業（82），医療業（83）である。

さらに，雇用力に加えて相対的に稼ぐ力（修正特化係数）が高い産業は，化学工業

（16），非鉄金属製造業（23），生産用機械器具製造業（26），業務用機械製造業（27），電

子部品・デバイス・電子回路製造業（28），電気機械器具製造業（29），道路貨物運送業

（44），機械器具卸売業（54），不動産賃貸業・管理業（69），学校教育（81），医療業（83）

図4.3　伊勢原市の雇用力（従業者比率）と修正特化係数（対数）2010年
注） 図の中の記号は，以下の産業を示す。A1：農業，A2:林業，B：漁業，C:鉱業・採石・砂利採取業，D:建設

業，E:製造業，F：電気・ガス・熱供給・水道業，G：情報通信業，H:運輸業，郵便業，I:卸売業・小売
業，J：金融業，保健，K：不動産業，物品賃貸業，L:学術研究，専門・技術サービス業，M：宿泊業，飲
食サービス業，N:生活関連サービス業，娯楽業，O:教育，学習支援業，P：医療・福祉，Q：複合サービス
事業，R：サービス業，S：公務，T：分類不能の産業

％
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である。この中で，最も雇用力と稼得力の高い産業群は，電気機械器具製造業（29）であ

る９）。

一方，伊勢原市にはなく，ほとんど他の街から購入せざるを得ない財に関する産業は，

大分類ベースでは，漁業，鉱業・採掘業，砂利採取業である。中分類ベースでは，通信業

（37），情報サービス業（39），インターネット付随サービス業（40），映像・音声・文字情

報制作業（41），鉄道業（42），繊維・衣服等卸売業（51），賃貸業・クレジットカード業

非預金信用機関（64），広告業（73），その他のサービス業（95）などの財・サービスは他

の街から購入せざるをえない。

4.4　伊勢原市の商業・観光

■伊勢原市の商業

表4.4は伊勢原市の商業（卸売・小売業）に関するデータである。商店数は1991年をピ

ークに減少傾向にある。また，従業員数は2002年を除けば，1994年以降2007年までほぼ横

ばい状態であったが，リーマン・ショック後の2014年は，2007年と比べ卸売り・小売業に

従事する従業員は約2,100人も減少している。年間商品販売額は，2007年の約32億円が

2014年では半額程度の約16億円程度となっている。2007年では販売額の７割程度が卸売業

で，残り３割が小売業の販売額となっていた。しかし，2014年では，販売額が卸売業約

８億円，小売業約８億円と半分程度になっている。リーマン・ショックで卸売業が小売業

より大きな影響を受けたものと思われる。最後に，総数販売額を人口一人当たりでみる

と，人口数が増加しているにもかかわらず，1994年をボトムにして増加傾向にあった。人

図4.4　伊勢原市の雇用力（従業者比率）と修正特化係数（対数）：産業中分類　2012年
資料：経済産業省「経済センサス」。
注：「経済センサス」をもとに総務省統計局が計算した。

％
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口増加を上回る販売額の増加が観察された。しかしながら，2014年は年間商品販売額と同

様，半分程度に減少している。また，従業員数１人当たりの販売額で考察しても，2002年

まで横ばい傾向であったが，2007年では５年前より1.7倍の販売額を記録している。その

最大の理由は，上述した卸売業の販売額の増大であった。しかしながら，リーマン・ショ

ック以後の2014年では大幅に減少している。

■伊勢原の観光業

表4.5では，伊勢原市の観光客数を地区別で示されている。伊勢原市の観光客集積能力

を示しているのは，何と言っても「大山」でコンスタントに伊勢原市の人口の約９倍をし

め，90万人程度の観光客を集める。大山には貴重な大山阿夫利神社（式内社）や大山寺

（関東三大不動）などがある。さらに2015年には「大山阿夫利神社からの眺望」がフラン

スのミシュランの旅行ガイドで２つ星を獲得した。また，現在（2016年４月25日），江戸

時代の信仰と行楽の地として「大山」が「日本遺産」に認定された。次に集客が多いの

は，「その他地区」を除けば，室町時代に活躍した武将の太田道灌の「道灌まつり」であ

る。近年，僅かながら客数が伸びて約30万人となっていたが，2014年は14万人と大きく減

少している。その次には，日向薬師（日本三大薬師）で有名な「日向地区」で約14万人と

なっている10）。伊勢原市は秦野市と厚木市とならんで，現在，神奈川県の「新たな観光の

核づくり構想」地域に認定されている。

資料：伊勢原市「統計　いせはら　平成26・28年版」

表4.4　伊勢原市の商業（卸売・小売業）の状況

表4.5　観光地別観光客数

資料：伊勢原市「統計　いせはら　平成26・28年版」
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註
１）　伊勢原市のホームページによれば，2015年総人口は10万1,575人である。推計人口（平成
25年推計）が約900人少なくなっている。2017年３月１日現在の総人口10万1,773人である。
２）　一般的には合計特殊出生率（Total Fertility Rate）と呼ばれているが，人口学研究会では
英訳のまま「特殊」を除いて「合計出生率」と呼んでいる（人口学研究会編（2010）『現代
人口辞典』原書房）。

３）　2015年は伊勢原市が最も低く1.31となっている。
４）　2010年のデータによれば，伊勢原の就業者人口の55％が他県・県内他市区町村で従業し
ている。
５）　平塚市の製造業の付加価値生産性が伊勢原市の２倍となっているが，詳細にしらべて見
る必要がある。常識的には「工業統計」による数字の方が，信憑性が高いと思われる。
６）　ここで記述される特化係数に関して，以下の点に留意する必要がある。①各産業の労働
生産性に地域差がないと仮定している。②修正特化係数は１を基準とした相対的な指標で
ある。「まちの経済規模」を考慮されていない。③第１次産業の修正特化係数の実態との乖
離が大きくなる。（中村（2014））。また，特化係数を算出する場合，産業の従業員比率では
なく，付加価値比率を使用して求めることもできる。但し，付加価値額が記入されていな
い産業があるので，従業員比率を使用している。
７）　次式の定式化は総務省（2015）http://www.stat.go.jp/info/kouhou/chiiki/pdf/setsumei.

pdfを参照してほしい。
８）　産業の括弧の数字は「経済センサス」における中分類の産業番号である。図4.4の中の番
号も同様である。
９）　経済産業省「神奈川県の地域経済分析」によれば，鉱業，鉄鋼，輸送機械，化学製品，
運輸の産業は他産業への需要を喚起することで域内全体への波及する効果が大きい産業で
ある（http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/bunnseki/47bunseki/14kanagawa.pdf）。
10）　より詳細な説明に関しては伊勢原市「いせはら　シティプロモーション推進計画」を参
照されたい。
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